
はじめに

「学力問題と特別活動」。このタイトルを

ご覧になり、「その両者に何か関係があるの

か」と違和感を感じられる方も多いのではあ

るまいか。実際、学力問題に関わる近年の議

論において、特別活動に直接関わらせて論じ

たものはほとんど見あたらない。そこには暗

黙のうちに「学力問題とは、主に授業の内容

や方法に関わる問題であって、教科外の教育

活動はあまり関係がない」という発想が存在

するのではないか。本稿で問題にしたいのは、

まさにそうした発想である。以下、特別活動

の講義を担当する者の立場から、学力問題に

ついて考察してみたい。

１．学力問題の整理と本稿の立場

今回の学力問題は、学力低下に関わる事実

認識から学力の定義、動機づけに関する解釈、

ゆとり教育の是非等、論点が多岐にわたる上、

価値観や立場もさまざまであり、非常にわか

りにくいものとなっている。そこでまず、論

争を整理しつつ、「本稿ではどういう立場か

ら何について考察するのか」明示したい。

（1）論争の整理

学力問題というと、「子どもたちの学力低

下は事実か」「そこで言う学力とは何か」「総

合学習は是か非か」等が主要な話題となって

きたように思われる。しかし、筆者にはそれ

以上に、学力問題についてずっと気になって

いた素朴な疑問がいくつかある。そもそもこ
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表１ 学力低下論、ゆとり教育論の類型

ゆとり教育に
肯定的

ゆとり教育に
否定的

国家・社
会の観点
から

タイプ１
教育過剰論、
新自由主義的
教育論

タイプ２
国際競争力低
下論、 学習意
欲論・階層化
論

児童・生
徒の観点
から

タイプ３
児童中心主義
的教育論、体
験型・参加型
学習論

タイプ４
学習権論、 ふ
きこぼれ論

（山内・原、2005、21頁）

こでいう学力低下とは誰の何のことなのか、

学力低下の何がどう問題なのか、それを心配

しているのは誰なのか、その原因は何か、等々。

学力低下を論じている人たちに偏りがある、

とは既に指摘されていることである（汐見、

2001、128頁［中井、2003所収］）。経済界・

産業界や大学教員が主であり、肝心の現場教

師や保護者や子どもたちの声が聞こえない、

というのである。また、発言者に偏りがある

だけでなく、内容にも著しい食い違いがある

ように思う。経済界・産業界の人々が心配し

ているのは、日本の労働者全般の学力低下と

それに伴う日本の国際競争力の低下であろう。

そして今回の学力低下問題に火を付けたと言

われる大学教員は、大学入学者の学力低下を

問題としているようである。しかし、一般に

子ども（小・中・高校生）を持つ親たちが心

配しているのは「我が子の学力低下」、さら

には「他の子と比べての相対的な順位の低下」

もしくは「公立校と私立校の格差拡大」であ

り、国民全体の学力低下ではないのではある

まいか。

つまり、今回の学力低下問題には、いくつ

もの内容が混同され、かつそれぞれの利害と

価値観が絡み合って、非常にわかりにくいも

のになっているように思われる（論争とは常

にそうしたものだ、と言われればそれまでだ

が）。以下本稿では、学力問題を「日本の義

務教育諸学校に在籍する児童・生徒の全体的

な学力レベルに関わる問題」と限定する。

このように限定しても、なおさまざまな考

え方がありうる。既に「論争」を総括しよう

とする試みがいくつか出されている。うち、

山内乾史氏は、「ゆとり教育に肯定的、否定

的」「国家・社会の観点から、児童・生徒の

観点から」という二つの軸によって「学力低

下論、ゆとり教育論」を四つの類型に整理し

ており、これまでの議論をかなりうまく理解

できるように思われる（表１）。

山内氏によれば、今回の論争では対立軸が

大きく変化したという。従来、教育をめぐる

多くの論争は「国家・社会の観点から」か

「児童・生徒の観点から」かという軸で展開

されたのだが、今回の「論争」では、「ゆと

り教育に肯定的」か「ゆとり教育に否定的」

かという軸に変化したというのである。すな

わち、「タイプ１＆２」対「タイプ３＆４」

という従来の対立構造から、「タイプ１＆３」

対「タイプ２＆４」に変わったというのであ

る（山内・原、2005、41頁）。また、経緯に

ついても、後者が次第に優勢になっていった

という流れで捉えることができるであろう。

（2）「タイプ２」説の問題点

そこで重要になってくるのは、「タイプ２

＆４」、特に今回の学力低下問題をめぐる議

論において主導的役割を果たしたと見られる

タイプ２の主張（網掛け）である。タイプ２

とは、国家・社会の観点からゆとり教育に否

定的な立場である。単純化して述べれば、た

とえば次のような説が挙げられよう。「ゆと

り教育が原因で、子どもたちの学力が低下し

ており、それは日本の国際競争力を低下させ

る意味で大きな問題であるから、今回の学習

指導要領を廃止すべきだ」1）。
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筆者の見る所、このような説には、少なく

とも三つの問題がある。第一に、事実認識に

関わり、根拠が必ずしも十分ではないこと。

第二に、価値選択に関わり、国家・社会の立

場を重視しすぎていること。換言すれば、一

人ひとりの児童・生徒の望ましい成長・発達

という観点からの考察が乏しいこと。第三に、

原因把握（対策提案）に関して、十分な検討

がなされていないこと。さらに言えば「（ゆ

とり教育反対という）結論先にありき」の構

図が見え隠れさえすること。

ただし、第一の問題点については、近年国

際学力調査の結果等によって日本の子どもた

ちの学力低下が少しずつ裏付けられるように

なってきている（完全に証明されたとは言わ

ないまでも）。また第二の問題点については、

価値選択に関わることでありそうした立場を

一概に否定することはできない。また、一人

ひとりの児童・生徒の成長・発達という観点

から見ても、学力低下はやはり望ましいこと

でないという論理もありうる。そこで残るは

第三の問題点、すなわち学力低下の原因論で

ある。

以下、「日本の小中学生の学力は全体とし

て低下してきている」「それは国家・社会の

観点からみても、一人ひとりの児童・生徒の

成長・発達という観点から見ても、望ましく

ない現象であり、解決すべき問題だ」という

立場に立った上で（これが本稿の立場である）、

第三の問題点、すなわち学力低下の原因につ

いて詳しく考察しよう。

２．学力低下の原因

（1）ゆとり教育原因説と学習意欲低下説

既に述べたようにこれまで、「学力は本当

に低下しているのか。また仮にそうだとして

も、そこで言う学力とは何か」という、学力

低下の事実認識や定義の問題で見解が大きく

分かれてしまい、さらにその先にある、学力

低下の原因については必ずしも十分な検討が

なされてこなかったと筆者は見ている。原因

についていろいろな見方や説明が示されては

きたけれども、先の二つの問題の付け足しの

ような形で論じられたり、あるいは「ゆとり

教育」批判の布石として多少触れられる程度

であったように思われる。

とはいえ、こうした原因論をレビューした

試みがないわけではない。市川伸一氏は、さ

まざまな学力低下の原因論を三つのグループ

に整理している（市川、2002、175-180頁）。

一つは「社会の動向が学習意欲に影響を与え

ている」とするグループで、たとえば学力低

下を学歴信仰の崩壊による学習意欲低下の結

果と考える説等である。第二は、「教え方の

問題」とするもので、ゆとり教育路線により

教育内容や授業時数が減らされたこと等を学

力低下の原因と見る考え方である。第三は、

教育に関わる制度の問題とするもので、入試

科目の減少等である。

市川氏の整理は、さまざまな考え方を幅広

く網羅している点で優れているのだろうが、

本稿の立場からすると第三の説は主に大学生・

高校生の学力低下を想定しているため、除外

する。第一と第二についても、メディア等で

流布され世間に広まっている度合いを考える

と、主流は二つの考え方に絞られるのではな

いかと思う。つまり、「ゆとり教育原因説」

と「学習意欲低下説」である。

第一のゆとり教育原因説については、詳論

するまでもなかろう。教科書内容や授業時数

の削減、総合学習のように基礎基本を軽視す

るような教育方法等、いわゆる「ゆとり教育

路線」の教育改革により学力が低下したと考

える説である。今日、こうした見方はかなり

広まっており、文部科学大臣すらそうした見

方を是認したと受け取れるような発言をする

に至っている（平成17年1月19日付け朝日新

聞）。

第二の学習意欲低下説は、ただ教えられる

量や時間数が減少したために学力が低下した
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というより、子どもたちの学習意欲そのもの

が低下してきているとする。たとえば、佐藤

学氏は「『学び』から逃走する子どもたち」

という著作の中で、はっきりと学習意欲の低

下を指摘し、さらにその原因を「東アジア型

教育の終焉」と捉えている（佐藤、2000）。

この二つの説は、必ずしも相互に背反する

ものではなく「どちらが正しいか」という問

いにあまり意味はない。ただ、政治的な面か

ら前者が大きくクローズアップされてきた一

方、後者はさほど深く検討されていないよう

に思われること等から、以下では学習意欲低

下説に焦点を当ててみたい。もちろん、学習

意欲の低下という現象を実証することはそう

簡単ではなく、今現在十分な根拠が提示され

ているわけではない。今後、具体的な検証が

必要であろうが、ここでは「学力低下の背後

には学習意欲の低下があるのではないか」と

いう仮定に基づき（筆者はそう見ている）、

さらに考察を進めることにする。

（2）学習への動機づけ

これまで、学習への動機づけとして、「内

発的」なものと「外発的」なものの二つがし

ばしば指摘されてきた。内発的な動機づけと

は、純粋な知的好奇心に基づくものであり、

学習活動そのものからもたらされる動機であ

る。一方、外発的な動機づけとは、学習活動

そのものというより、何らかの外的な誘因に

よりもたらされる動機である。その典型とし

て、「将来、富と地位を手に入れるため」等

が挙げられよう。

この二種類の動機づけに関する解釈は、学

力低下論、ゆとり教育論の各類型と結びつい

て展開される場合がある。前述タイプ１の

「児童中心主義的教育論、体験型・参加型学

習論」は、内発的動機づけに信頼を置く場合

が多い。子どもは誰しも知りたいという欲求

を有しており、教師による適切な支援があれ

ば、子どもたちは自ら主体的に豊かな学びを

展開してゆける、というようにゆとり教育肯

定論を展開していく。一方、タイプ２説の論

者が学習意欲に言及する場合、内発的動機づ

けを全面否定しないまでも、過度の信頼に疑

問を提示する場合が多い。その上で、外発的

動機づけも機能しなくなっており、それによっ

て学力低下が引き起こされたとする。

つまり、学力低下の原因としての「学習意

欲低下説」を筆者なりに整理すると以下のよ

うになる。内発的動機づけとはそれだけでは

不十分であり、どうしてもそれ自体では興味・

関心を引き起こし得ないような学習活動も存

在する。それゆえ何らかの形で外発的動機づ

けによる補佐が必要であるが、今日その仕組

みも失われつつある。それゆえ子どもたちは

学習意欲を失っている、と。実際に昨今「何

のために勉強するのか？」という疑問を、し

ばしば耳にする。多くの子どもたちがそうし

た疑問を抱え込まざるを得ないほど、学習へ

の動機づけの仕組みが内発的・外発的ともに

うまく機能していないのではないだろうか。

では、外発的動機づけがうまく機能しなく

なったのはなぜか。複数の論者が指摘してい

るのは、学歴信仰の終焉や少子化に伴う受験

競争の緩和等である（和田、1999、18-20頁;

尾木、2002、72頁; 佐藤、2000、34-36頁等）。

ただし、最近、学歴社会の揺らぎと学習意欲

低下の関連性に疑問を提示する見方も現れて

おり（堀、2004［苅谷・志水、2004所収］）、

筆者はそのいずれが妥当かを判断する新たな

材料を持たない。

その代わりここでは、もう一つ別の可能性

を考えてみたい。外発的動機づけと一口に言っ

ても、その内容はいくつもある。本稿では、

勉強を動機づける誘因の時間（遠い将来か今

現在か）と性質（物質的か精神的か）により、

四つの類型を設定する（表２）。

これらの類型のうち、従来あまり論じられ

ては来なかったけれども筆者が特に注目すべ

きと考えるのは、タイプ４である（網掛け）。
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表２ 学習活動に対する外発的動機づけの類型

物 質 的 な
メ リ ッ ト

精 神 的 な
メ リ ッ ト

遠い将
来のメ
リット

タイプ１
「お金持ちにな
るため、就きた
い職に就くため
に勉強する」

タイプ２
「高い地位や名
声を得るために
勉強する」

今現在
ないし
近い将
来のメ
リット

タイプ３
「何かを買って
もらえるから勉
強する」

タイプ４
「親や先生にほ
められたいから、
友人から認めら
れたいから、自
分もやればでき
ると感じたいか
ら勉強する」

これは自己承認の欲求に基づく動機であり、

外発的なものであるが、遠い将来ではなく、

今現在（ないしごく近い将来）に焦点がある。

しかも、お金や物というより、もっと内面的

な自己効力感に関わるものである。たとえば、

「親や先生や友人たちから自分という存在を

承認されたい」「自分もやればできるという

ことを実感したい」等の欲求に基づく動機づ

けである。子どもたちを勉強への動機づける

仕組みは、おそらく単純ではなく、複数の視

点から説明されようが、その一つとして外発

的動機づけ（タイプ４）が強く作用していた

と筆者は考えている。もちろん、遠い将来の

立身出世を夢見て勉強するという、往年の価

値観を内面化している子もおそらくいた（い

る？）であろうが、多くの子どもたちの直接

的な学習動機には、身近な人たちからの承認

や自信を求めてという面が多分にあったので

はないだろうか。

その上で学習意欲の低下が生じているとす

るならば、上記タイプ４もうまく機能しなく

なっていることになる。「自分らしく輝く」

とか「ナンバーワンよりオンリーワン」等流

行歌によくあるフレーズから推測して、承認

への欲求は子どもたちばかりか、社会的にも

高まっているように思えるのだが、なぜそう

した動機に基づく学習意欲が生まれないので

あろうか。

筆者は、そうした承認への欲求自体は高まっ

ているが、それを学習意欲へとつなげる回路

が失われたためではないかと考えている。そ

の回路さえうまく作れば、子どもたちは熱心

に学習に取り組む。それを劇的に示している

が、いわゆる「百マス計算」である。 山英

男氏の「百マス計算」というと、反復練習・

トレーニング式等の局面が注目されがちなよ

うだが、その真価は子どものやる気を引き出

す点にあると筆者は見ている。「誰でもでき

る。そして、やればやっただけその成果がはっ

きりと可視化された形で表れる。しかもそれ

は人との競争ではなく過去の自分との競争で

あるため、世間的にも受け入れられやすい」。

それが 山式の秘密ではあるまいか。子ども

たちが「百マス計算」に熱心に取り組むのは、

計算そのものが楽しいから（内発的動機づけ）

ではなく、また将来の富や地位や何かのご褒

美を考えてのこと（タイプ１・２・３）でも

なかろう。そのやる気の源泉は、自己効力感

を実感できることにある（すなわち、外発的

動機づけのタイプ４）。筆者は無条件で 山

方式を賛美するものではないが、内発的動機

づけでも、外発的動機づけ（タイプ１・２・

３）でもない形で学習意欲への回路を設定し

た点、そしてそれが多くの教育者や子どもた

ちに受け入れられ実際に成果を上げている点

で、まさに現代の教育界や広く社会の状況を

反映する現象として注目に値すると見ている。

つまり、自己効力感を実感したいという欲

求自体は子どもたちの間で強まっている。に

もかかわらず、近年そうした欲求を学習意欲

へとつなげる回路が失われてきた。それによ

り学習意欲の低下が生じ、ひいては学力低下

の一因となってきたのではあるまいか。
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（3）従来からの動機づけとその変容：教室

の日米比較研究の知見から

もしそうなら、次に考えるべきは、そうし

た回路が失われたのはなぜか、ということで

ある。ここではこの疑問を裏返して、「これ

までタイプ４の外発的動機づけが機能してい

たのはなぜか」について考えてみたい。特に、

「外国人研究者が見た日本の教室の特徴」を

簡潔に紹介しつつ、この問題を考えるヒント

を引き出したい。

かつて教室の日米比較研究が盛んに行われ

ていたことがある。日米比較と言っても、量

的に見てアメリカ人研究者が日本の教室を研

究するというほぼ一方的な研究であったのだ

が。それらの研究を筆者は二つの流れに分け

て理解している。一つは「日本の子どもの高

学力の秘密を探り、アメリカの教育改革に生

かす」という動機から行われた教育政策的研

究であり、もう一つは「規律正しく、自己犠

牲の精神に富む日本人の集団主義的パーソナ

リティの形成過程を明らかにする」という研

究動機に基づいて行われた文化人類学的研究

である。前者はヴォーゲル『ジャパンアズナ

ンバーワン』、後者はベネディクト『菊と刀』

以来の伝統を持つ。「日本という国が、教育

にあまりお金をかけず、40人という大規模ク

ラスの中で、集団規律の維持と学力の向上に

成功してきたのはなぜか」という疑問でくく

れば両者は共通しているが、研究の過程にお

いてその疑問を更に深めるような発見があり、

その解決が大きな課題とされてきた。すなわ

ち、規律と学力の効率的向上という難問を解

決する手段として、すぐに思い浮かぶのは、

受験というプレッシャーにより子どもを勉強

へと追い立てるというものであろうが、日本

の家庭教育や小学校の教育は決してそのよう

なハードなものではなく、むしろしつけに寛

容で、子どもにとって楽しい場になっている

という発見である。お金もかけず、受験プレッ

シャーで子どもを追い立てるわけでもなく、

規律面でも学力面でも成功を収めてきた日本

の学校教育は、アメリカ人研究者にとってマ

ジックのように映ったのであろう。盛んに研

究が行われてきた。

では、そうした研究の結果、得られた知見

とはどのようなものであったか。かつて筆者

はそれらの研究をレビューし、知見の整理を

試みたことがある（高橋、1994）。日本の学

校教育の特徴とされてきた点を、簡潔に箇条

書きで紹介すれば、以下のようになる。

①全人教育への志向

・非学業的活動の重視

・集団参加・協調性の重視

・家庭と学校の区別の重視

②性善説的な子ども観

・騒音やけんかの放置

・子どもとの対立を避けるしつけ方

③平等主義

・努力重視の能力観

・型を重視する教育方法

まとめれば、子どもの「自主性・自発性」

を尊重する教室の在り方が、クラスの一体感

をはぐくみ、それに基づいて高度の規律が確

保され、それを基盤として高学力も確保され

る、というのである。大規模クラスの一斉教

授という教科指導の在り方から、しつけ方や

教師子ども関係の在り方、朝の会・帰りの会

やさまざまな係活動や掃除・給食など特別活

動の在り方まで含めて、日本の教室内で行わ

れている具体的な一つ一つの教育実践はアメ

リカと異なる考え方・文化的背景に基づいて

おり、セットとして意味を成している。具体

的な教育実践に携わる日本の教師たちが試行

錯誤の末に培ってきた、そうしたセットとし

ての教室の在り方（いわば、共同体主義の学

校文化・学級文化）こそが高学力の秘密であ

る、とかつてのアメリカ人研究者たちは見て

いた。そこには、学習指導要領で規定された
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知識量の多い少ないという話題や、体験を取

り入れた学習方法の有無など、国の学習指導

要領に左右される教育内容や方法に原因を求

める議論はあまり見られなかった。むしろ、

政策で一律に作り出すことが難しいような、

教育現場の在り方が注目されていたのである。

ここで再び、「これまでタイプ４の外発的

動機づけが機能していたのはなぜか」という

問題に戻ろう。先に紹介した知見を踏まえ、

筆者は次のように考えている。共同体主義の

学級文化の本質は、高い帰属意識と、成員間

における「状況の定義づけ」の共有である。

従来それを確保してきたのは、学級生活の中

に豊富に仕組まれている特別活動の機会であっ

た。それを通じて、成員間に頻繁な相互作用

が求められ、高い帰属意識が育まれると同時

に、多様な「状況の定義づけ」が共有されな

いままに存在することが困難な状況が作り出

されてきた。さまざまな「状況の定義づけ」

の中でも特に重要なのは「自己に関する定義

づけ」である。タイトな共同体主義の文化に

おいて、学級成員は相互に「重要な他者」と

しての色彩を強く帯びる。「自分とは何者か」

という自己概念は「クラスの人たちが自分を

どう見ているか」によって大きく規定される

ことになる。そのことから当然、「他ならぬ

『クラスの人たち』から、認められたい」と

いう欲求も強く生じる。その状況下で、教室

内の子どもたちの人間関係においても学業成

績の高低がある程度重要な基準として機能し

ていれば、子どもたちは学習へ強く動機づけ

られることになる。従来の外発的動機づけ

（タイプ４）は、このような形で強く機能し

ていたのではないだろうか。

しかしながら、共同体主義の学級文化が薄

まれば、学級成員相互の「重要な他者」とし

ての色彩もまた薄れ、教室はさまざまな「状

況の定義づけ」が成員間で共有されないまま

に、共存できる空間となっていく（その是非

についてはここでは問わないことにする）。

「クラスの人たちから認められたい」という

欲求も薄れることだろう。その上さらに、近

年の教育評価をめぐる諸改革により、成員相

互の比較が見えにくくなっているし、また教

室内の子どもたちの人間関係においても学業

成績の高低がさほど重要な基準ではなくなっ

ているように思われる。こうして、承認の欲

求は、学習意欲へと必ずしも結びつかないも

のとなっているのではないだろうか2）。

むすびに代えて

ここで、以上述べてきたことを、もう一度

整理してみよう。

まず学力問題を「日本の義務教育諸学校に

在籍する児童・生徒の全体的な学力レベルに

関わる問題」と限定し、「日本の小中学生の

学力は全体として低下してきている」「それ

は国家・社会の観点からみても、一人ひとり

の児童・生徒の成長・発達という観点から見

ても、望ましくない現象であり、解決すべき

問題だ」という本稿の立場を明示した上で、

従来の議論の問題点を三つ指摘した。うち特

に、従来十分な検討がなされてこなかった学

力低下の原因について考察を進め、特に「学

習意欲低下説」に注目した。さらに学習意欲

の低下を主に、「今現在の承認欲求」に基づ

く外発的動機づけ（「タイプ４」）を学習へと

つなげる回路の喪失によると考えた。そして、

アメリカ人による学級研究の知見を踏まえつ

つ、そうした回路喪失の主な原因を「共同体

主義の学級文化」の希薄化に求めた3）。

ここまで仮説に次ぐ仮説を縷々述べてきて、

さらに大風呂敷を広げるなら、学力低下とは、

共同体主義の学級文化の功罪のうち「罪」を

排除しようとした結果、「功」をも失った結果

であるようにも思える。学業成績という単一

のものさしで人間的な価値までも決められて

しまう学校・学級の在り方、学級という集団

の一員としてさまざまに作用するプレッシャー、

これらは共同体主義のマイナスの局面として、
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まさにそれを排除することを目的としてさま

ざまな改革が進められてきた。しかし、それ

を排除した結果、学習への動機づけもまた失

われたのではあるまいか。

では、どうすればこの問題を解決できるか。

今現在、明快な回答を筆者は持たないが、い

くつか提言できることがある。一つは、いず

れにしても何らかの形で学習へと動機づける

仕組みが必要であること。それなくして、単

に教科書を厚くしたり、授業時数を増やした

り、大学入試科目を増やしたりしても効果は

薄いように思われる。

第二に、どういう動機づけをどういう形で

仕組むかは、理論によって客観的に答えを導

けるものでなく、功と罪を表裏一体として含

み、結局価値選択にかかっている可能性のあ

ること。つまり、従来からの動機づけの仕組

みを破壊したなら代案として別の動機づけを

仕組む必要があるが、やはりそれは何らかの

「罪」も伴っているであろう。今、どういう

「功」が必要であり、どういう「罪」ならば

許容できるのか。こうした問題に関する国民

的な議論が重要ではないだろうか。またさら

に言えば、特定の動機づけを「仕組む」とし

ても、既に見たようにそれは教室の文化とい

う、行政による直接的コントロールを及ぼし

得ないものに大きく依存している可能性があ

る。教育現場における創造的・試行的実践を

信頼して、それを長い目で支援することが、

教育行政にも国民にも求められるのではない

だろうか。かつて高学力と規律をもたらすシ

ステムとして賞賛された日本の学級文化もま

た、そうした教育現場における努力と試行錯

誤の末作られてきたものだったのである。

そして、最後に述べておきたいことは、そ

うした選択や支援を賢明に行うために、学校・

学級に対して広い視野から慎重な検討が必要

だということである。既に述べたとおり、本

稿の考察は、必ずしもすべて十分な根拠に裏

打ちされたものではなく、筆者の考えを縷々

羅列してきたものである。「風が吹けば桶屋

が儲かる」にも似た印象を持たれたかも知れ

ない。しかし、それを承知の上であえて私見

を述べてきたのは、そうすることに少なくと

も、学力問題に関する議論を授業時数や教科

書内容の多少、問題解決型の学習方法の是非

等、「ゆとり教育の是非」や「学習指導要領

改訂の是非」の問題へと安易に矮小化してし

まうことに対するアンチテーゼとしての意味

があると考えるからである。

子どもは学習する機械ではなく、さまざま

な欲求を持って生活する人間であり、また学

校・学級は学習の場であると共に子どもにとっ

ては生活の場でもある。学校や学級とは、小

さいながらも一つの複雑な社会システムを構

成しており、一つ一つの実践がそれなりの歴

史を持ち意味を持って調和的に存在してきた。

特に、特別活動は、日本の小中学校における

生活の大きな部分を占めており、学力問題と

も深い関わりがある。それらの全体を見ない

ならば、いかなる改革も思わぬ結果をもたら

しかねない。本稿が、そうした認識への手が

かりとなれば幸いである。

［注］

1）その典型として、地球産業文化委員会「学

力の崩壊を食い止めるための、教育政策に

関する緊急提言書」（西村、2003所収）を

あげることができる。

2）こうした状況下においても、前述 山方式

による動機づけは機能しうる。他者との比

較ではなく、過去の自分との比較による自

己効力感に基づくものだからである。それ

ゆえ、 山方式は、共同体主義の学級文化

の希薄化という現状を是認する立場に立っ

た場合にとりうる動機づけの仕組みとして

は、かなり有効なものであろう。また逆に、

山方式の広まりは、共同体主義の学級文

化の希薄化が現実に生じていることを示す

ものとして筆者は注目している。
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3）次に「共同体主義の学級文化が希薄化して

きたのはなぜか」という問題が残されるが、

その経緯や是非については、紙幅の関係上、

本稿で扱わない。拙稿（高橋、1997、2004）

で若干の試論を展開しているのでご参照願

いたい。
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